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図２　コーポレート・ガバナンス論と関連諸学
５　おわりに
　1990年代半ばより、内外におけるコーポレート・ガバナンスの研究は、一段と深まり、その実践
も一層の広まりを見せている。わけても西暦2000年は、21世紀に向けて、コーポレート・ガバナン
スの研究と実践に大きな弾みをつけた、と言ってよい。だが、それを、手放しで喜ぶわけにはいか
ない。新世紀に際会して、コーポレート・ガバナンスの研究と実践に携わる私たちは、これからの
研究と実践を推し進めるに当たって、つぎの諸点になお留意していく必要があるように思われる。
　１　コーポレート・ガバナンス問題は、多種多様で、重層的であるから、多角的に解明されなけ
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ればならない。したがって、これまでのように関連諸学間の浅くて薄い交流を続けていては、
これに対処し得なくなる恐れがある。諸学間の研究交流を深くて濃いものにし、文字どおりの
学際的共同研究を軌道に乗せなければならない。
　２　コーポレート・ガバナンス問題は、目紛るしく変わる経営環境に絶えず晒されている経営実
践の場でつぎつぎに起こっている。それらの問題を的確に判断し、適切に解決するためには、
これまでのように特定の分野に偏る傾向の強かった研究と実践の交流の輪を広げ、もっと自由
で開放的な交流の場にしていかなければならない。
　３　コーポレート・ガバナンス問題は、株式会社における所有と経営の分離という事態に端を発
している。したがって、それは、アダム・スミスにまで遡る長い文脈のなかで、しかもグロー
バルな視点から検討されなければならない。
　４　近年におけるコーポレート・ガバナンスの改革論議の重点は、アカウンタビリティからパ
フォーマンスへ、換言すれば、企業不祥事とガバナンス問題から企業競争力とガバナンス問題
へと次第に移りつつある。しかし、読み違えてならないのは、企業不祥事や企業競争力の問題
をガバナンスの観点から取りあげると、なにかご利益でも授かるかのように、過大な期待を
もって、これに臨んではならないということである。企業不祥事の再発防止や企業競争力の強
化は、本来ガバナンス抜きでできるものなのである。
　これをもって、本稿の結びにしたい。
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